
(1)採用・退職の状況 (2)階級別職員数の状況

（令和６年４月１日現在（人）） （令和６年４月1日現在）

※会計年度任用職員（短時間勤務職員）を除く ※教育職給料表適用者（3名）を除く

※会計年度任用職員（短時間勤務職員）を除く

(3)年齢別職員数の状況

（令和６年４月1日現在）

※会計年度任用職員（短時間勤務職員）を除く

(1)給与費の状況 (2)職員の平均年齢及び平均給料月額の状況

（令和６年度当初予算） （令和６年４月1日現在）

※会計年度任用職員（短時間勤務職員）を除く

※職員手当の額は、児童手当及び退職手当組合負担金を除く

※会計年度任用職員(短時間勤務職員)を除く

 合  計(Ｂ） ７９６，７６５千円 合　　  計 ３９歳　４月 ３０４，６００円

職員１人当たりの
給与費（Ｂ／Ａ）

６，０３６千円

３０４，１００円

期末勤勉手当 １９５，８９０千円 教  育  職 ４４歳　４月 ３９５，１００円

給
 
 

与
 
 

費

給　     料 ４８２，３４５千円 一般行政職 ３７歳　５月 ２８６，１００円

職 員 手 当 １１８，５３０千円 消  防  職 ３９歳　５月

２.給　与　の　状　況

職  員  数（Ａ） 13２人 区     分 平均年齢 平均給料月額

９．２ ９．２ １３．０ ９．９ １００構成比(％) ０．８ ６．１ １５．２ １８．３ １７．５ ０．８

36～40歳 

２３ １２ １２ １７ １３ １３１

41～45歳 46～50歳 51～55歳 56～60歳 合   計6１歳～

１職員数(人) １ ８ ２０ ２４

年　　　齢 ～20歳 21～25歳 26～30歳 31～35歳 

２０．３ ２２．７ ２７．３ １０．２ １２．５ ７．０

２９ ３５ １３ １６ ９２６

退職者数 － ２ 3 構成比(％)

採用者数 0 ４ ２ 職員数(人)

課 長

教　育　職 3 3 3

冠主査 課長補佐
局長・消防長一般行政職 １１ １１ 10

消　防　職 １１７ 119

職 員 数 １３１ １３３ １３２

標準的な
職    務

主事・消防士 主　任 係　長
１１９

最上広域市町村圏事務組合職員の人事行政の運営等の状況

　 最上広域市町村圏事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定により、職員の任免、給与 及び

勤務条件などの運営等の状況について公表します。

１.職員の任免及び職員数に関する状況

区    分 ６年度 ５年度 ４年度 区    分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級



(3)初任給の状況

（令和６年４月1日現在）

(4)期末・勤勉手当の状況

（令和６年４月1日現在）

(5)時間外勤務手当の状況

（令和５年度決算額）

(6)職員の退職手当

（令和６年４月1日現在）

※令和５年度退職手当受給職員が２名以下であるため平均支給額を公表しない。

(1)隔日勤務者を除く職員の勤務時間
・１日７時間４５分勤務（午前８時３０分～午後５時１５分）

・週３８時間４５分勤務（月曜日から金曜日まで（休日を除く））

(2)隔日勤務者の勤務時間
・１当務（午前８時３０分～翌日の午前８時３０分）１５時間３０分勤務（仮眠・休憩時間８時間３０分）

・年間を通じ２交替で勤務

(1)分限処分　　無  し
(2)懲戒処分　　１　人

   服務義務違反による処罰無し

５.職員の服務の状況（令和５年度の状況）

合      計 ２０，０５３，８６１ １６５，７３４

３.勤務時間の状況（令和５年度の状況）

４.職員の分限及び懲戒処分の状況（令和５年度の状況）

２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分

勤務　３５ 年 ３９．７５７５月分

一人当たり平均支給額 ―

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置

（２～４５%加算）

一般行政職 ５１５，４０１ ５１，５４０

消  防  職 １９，５３８，４６０ １７６，０２２

(円) (円)

１９９，１００

区     分 支 給 総 額
職員１人当たり
支  給  年  額

2.２５月分 2.２５月分 ４.５０月分

支給期別支給率
支  給  率  計

６月期 １２月期
区     分

最上広域

高  校  卒 １６８，３００ １７２，８００

大  学  卒
(初級) １８９，９００

１９９，１００
(上級)

区      分 行　政　職 消　防　職
(円) (円)

２．２２５月分 ２．２２５月分 ４.４５月分

４７．７０９月分

最 高 限 度 額 ４７．７０９月分 ４７．７０９月分

国

区　　　分 自己都合 勧奨・定年

支
給
率

勤務　２０ 年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分

勤務　２５ 年



(1)職員の研修

(2)評定の状況　　人事行政の公正な基礎資料の一つとするため、年１回、勤務成績の評定を実施

(1)

(2)

(3)

(1)勤務条件に関する措置の要求の状況
　職員から給与、勤務時間等の勤務条件に関する措置の要求があった場合に、審査、判定を行い、要求が適当なものと判定した場合には、

必要な勧告を行います。

・令和4年度末係属件数：0件

・令和5年度中要求件数：0件

・令和5年度末係属件数：0件

(2)不利益処分に関する不服申立の状況
　令和5年度においては、該当する事例はありませんでした。

　※職員から懲戒などの意に反する不利益な処分について不服申立があった場合、審査を行い、必要がある場合には処分の取消し等を行います。

６.職員の研修及び勤務成績の評定の状況（令和５年度の状況）

山形県消防学校
救急救命
研修所

山形県市町村職員研修所

8.公平委員会の委託事務に係る業務の状況（令和５年度の状況）

１人 １人 ２人 ２人

Ｂ 型 肝 炎 ウ ィ ル ス 検 診 （火災・救急業務に従事する職員） 受 診 者 数

自主研
修

独自研修

初任科 救急科
警防科

（特殊災害）
予防査察

科
救助科

救急救命士
資格取得

階層別 人事評価
アンガー

マネジメント

０人 ０人 ２人 ２人 ３人 ２人 4人 ２人 １人

給与事務 財務 法制執務
（初任者）

接遇
地方自治法・
地方公務員

交通救助
車両解体

２人

7.職員の福祉及び利益の保護の状況（令和５年度の状況）

定 期 健 康 診 断 等 （ 年 １ 回 全 職 員 対 象 ） 受 診 者 数 1３２人

６５人

３１人
公 務 災 害 補 償 制 度 （地方公務員災害補償基金に加入） 認 定 請 求 件 数 １件


